
~南海トラフ地震臨時情報を知っていますか︖~

令和５年２⽉３⽇ 震災対策技術展

「南海トラフ地震への備え」



１．南海トラフ地震への備え（基本）
２．時間差で発⽣する南海トラフ地震
３．南海トラフ地震臨時情報が

発表された場合の備え
・巨⼤地震警戒対応
・巨⼤地震注意対応
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 南海トラフ沿いでは、おおむね100〜150年で⼤地震が繰り返し発⽣
 発⽣形態は、駿河湾から四国沖にかけての複数の領域で同時あるいは２年程度の時間差で
発⽣する等多様性がある

南海トラフ沿いにおける⼤規模地震の発⽣履歴

直近の昭和南海地震（1946年）が発⽣してから
７６年経過。地震はいつ起きてもおかしくない。

南海トラフ沿いで過去に発⽣した⼤規模地震の震源域の時空間分布
（地震調査委員会、平成25年5⽉公表資料に加筆）

発⽣すればどのくらいの被害が発⽣する︖
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南海トラフ沿いの巨⼤地震による揺れの推計

陸側ケース

基本のケース
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経験的⼿法による震度分布

強震動⽣成域の配置
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５ケースを想定し、震度分布を推計



南海トラフ沿いの巨⼤地震による津波の推計①

【ケース①「駿河湾〜紀伊半島沖」に
「⼤すべり域＋超⼤すべり」域を設定】

【ケース②「紀伊半島沖」に
「⼤すべり域＋超⼤すべり域」を設定】

【ケース③「紀伊半島沖〜四国沖」に
「⼤すべり域＋超⼤すべり域」を設定】

【ケース④「四国沖」に
「⼤すべり域＋超⼤すべり域」を設定】

【ケース⑤「四国沖〜九州沖」に
「⼤すべり域＋超⼤すべり域」を設定】

⼤すべり域、超⼤すべり域が２箇所のパターン【４ケース】

【ケース⑥「駿河湾〜紀伊半島沖」に
「⼤すべり域＋（超⼤すべり域、分岐断層）」を設定】

【ケース⑦「紀伊半島沖」に
「⼤すべり域＋（超⼤すべり域、分岐断層）」を設定】

【ケース⑧「駿河湾〜愛知県東部沖」と「三重県南部沖〜
徳島県沖」に「⼤すべり域＋超⼤すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑨「愛知県沖〜三重県沖」と「室⼾岬沖」に
「⼤すべり域＋超⼤すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑩「三重県南部沖〜徳島県沖」と「⾜摺岬沖」に
「⼤すべり域＋超⼤すべり域」を2箇所設定】

【ケース⑪「室⼾岬沖」と「⽇向灘」に
「⼤すべり域＋超⼤すべり域」を2箇所設定】 5

11のケースを想定し、津波⾼や到達時間、浸⽔深を推計



海岸への津波の到達時間

【ケース①「駿河湾〜紀伊半島沖」に「⼤すべり域＋超⼤すべり」域を設定】

駿河湾の沿岸地域のようにトラフ軸のすぐ傍にある地域では、
地震発⽣から数分後には５ｍを超える⼤きな津波が襲来。
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南海トラフ巨⼤地震の被害想定

【「駿河湾〜紀伊半島沖」に「⼤すべり域＋超⼤すべり」域
を設定した場合の津波⾼分布図】

【強震動⽣成域が陸側寄りの場合の震度分布図】

震度分布、津波⾼
• 震度７︓ １２７市町村
• 最⼤津波⾼ １０ｍ以上︓ ７９市町村

死者、全壊焼失棟数
• 最⼤ 約 ３２．３万⼈（冬・深夜に発⽣）
• 最⼤ 約２３８．６万棟（冬・⼣⽅に発⽣）

ライフライン、インフラ被害
• 電⼒︓ 停電件数 最⼤ 約２,７１０万軒
• 通信︓ 不通回線数 最⼤ 約 ９３０万回線 等

⽣活への影響
• 避難者数︓最⼤ 約 ９５０万⼈
• ⾷糧不⾜︓最⼤ 約３,２００万⾷（３⽇間） 等

経済被害
• 資産等の被害︓ 約１６９．５兆円
• 経済活動への影響︓ 約 ４４．７兆円

建物被害・⼈的被害︓平成24年８⽉
施設等の被害・経済被害︓平成25年３⽉

※それぞれの数値については、被害が最⼤と⾒込まれるケース
（すべり域等）における値であり、同⼀のケースではない。 7



被害想定（関東地⽅の揺れ）

・震度５弱以上の揺れを観測（⼤きい地域では震度６弱）。⾼層ビル等に影響を与える⻑周期地震動にも注意が必要。
・家具の転倒等に注意が必要であり、⽇頃からの備えが必要
・愛知県や静岡県では、震度６弱以上の揺れが想定されており、家屋倒壊や⼟砂災害等にも備えが必要。

国（中央防災会議）の想定
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被害想定（神奈川県・千葉県の津波）

・神奈川県、千葉県の沿岸部では約30分、東京都の島嶼部では、30分以内に津波が到達

・揺れを感じたら、すぐに避難できる準備を整える必要。

市町村名 最⼤津波⾼
[m]

津波到達時間
(+1m) [分]

真鶴町 ４ 26
湯河原町 5 28
⼩⽥原市 ４ 28
三浦市 6 29

⼤磯町 4 29

⼆宮町 4 29

横須賀市 5 30

平塚市 4 30

茅ヶ崎市 5 31

藤沢市 6 32

市町村名 最⼤津波⾼
[m]

津波到達時間
(+1m) [分]

館⼭市 10 31
南房総市 8 32
鋸南町 4 34
富津市 5 35

鴨川市 7 39

勝浦市 6 41

御宿町 6 48

いすみ市 9 50

⼀宮町 7 70

銚⼦市 9 73

市町村名 最⼤津波⾼
[m]

津波到達時間
(+1m) [分]

神津島村 24 11
新島村 31 12
利島村 15 14
御蔵島村 7 18

三宅村 18 19

⼋丈町 16 20

⼤島町 15 20

⻘ヶ島村 17 29

⼩笠原村 12 84

江東区 3 186

神奈川県 千葉県 東京都

市区町村における最⼤津波⾼と津波到達時間（各県の津波⾼が⾼い10市町）

国（中央防災会議）の想定
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【参考】被害想定（愛知県・三重県・静岡県）

・市町村によっては、最⼤で津波⾼が20m超。30分以内に津波が到達する地域も多い。

・揺れを感じたら、すぐに避難できる準備を整える必要。

市町村名 最⼤津波⾼
[m]

津波到達時間
(+1m) [分]

⽥原市 22 15
豊橋市 17 12
⻄尾市 7 46
美浜町 7 55

常滑市 6 65

蒲郡市 5 65

知多市 5 80

港区 5 103

東海市 5 103

南知多町 4 37

市町村名 最⼤津波⾼
[m]

津波到達時間
(+1m) [分]

⿃⽻市 27 11
志摩市 23 6

南伊勢町 17 9
紀北町 15 9

尾鷲市 14 4

熊野市 13 4

⼤紀町 13 10

御浜町 12 7

紀宝町 10 6

伊勢市 8 36

市町村名 最⼤津波⾼
[m]

津波到達時間
(+1m) [分]

下⽥市 31 13
南伊⾖町 24 4
御前崎市 19 5
松崎町 16 4

南区 16 5

湖⻄市 16 10

⻄伊⾖町 15 4

牧之原市 14 6

掛川市 14 6

⻄区 14 8

愛知県 三重県 静岡県

市区町村における最⼤津波⾼と津波到達時間（各県の津波⾼が⾼い10市町）

国（中央防災会議）の想定
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⽇頃からの地震への備えを徹底しましょう︕

地震発⽣後の避難⽣活の備え

出⽕や延焼の防⽌対策

室内の対策

迅速な避難体制・準備

 地域のハザードマップで危険な場所を確認する
 安全な避難場所・避難経路等を確認する
 家族との連絡⼿段を決めておく
 ⾮常持出品を準備しておく
・⾷料、⽔、常備薬
・懐中電灯、携帯ラジオ
・⾝分証明書、貴重品 等

 窓ガラスの⾶散防⽌対策をする
 タンス類・本棚の転倒防⽌対策をする
 ベッド頭上に物を置かない

 ⽕災警報器の電池切れがないことを確認する
 漏電遮断機や感震ブレーカー等を設置する

 ⽔や⾷料の備蓄を多めに確保する
 簡易トイレを⽤意する
 携帯ラジオや携帯電話の
予備バッテリー等を準備する

地震はいつ起きるかわかりません。⽇頃から地震への備えをすることが⼤事です。
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１．南海トラフ地震への備え（基本）
２．時間差で発⽣する南海トラフ地震
３．南海トラフ地震臨時情報が

発表された場合の備え
・巨⼤地震警戒対応
・巨⼤地震注意対応

⽬次



 南海トラフ沿いでは、おおむね100〜150年で⼤地震が繰り返し発⽣
 発⽣形態は、駿河湾から四国沖にかけての複数の領域で同時あるいは２年程度の時間差で
発⽣する等多様性がある

南海トラフ沿いにおける⼤規模地震の発⽣履歴

南海トラフ沿いで過去に発⽣した⼤規模地震の震源域の時空間分布
（地震調査委員会、平成25年5⽉公表資料に加筆）

時間差発⽣への備えも必要

過去の前例を踏まえると、南海トラフの東側と⻄側で
時間差で地震が発⽣した事例あり
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南海トラフ沿いの⼤規模地震 直近の２事例

1854年安政東海地震（Mw8.6）の約32時間後に
1854年安政南海地震（Mw8.7）が発⽣
1944年昭和東南海地震（Mw8.2）の約2年後に
1946年昭和南海地震（Mw8.4）が発⽣

後発地震への注意を促す情報を発表し、防災対応を実施することが重要
14



・国、地⽅公共団体、指定公共
機関等は、後発地震に備えた
防災対応をとる必要

・内閣府では、臨時情報発表時
の防災対応の参考となる事項
をガイドラインで公表

半割れケース ⼀部割れケース ゆっくりすべりケース
想定震源域の半分相当の領域でM8.0以
上の地震が発⽣し、残りの震源域において
M8.0以上の⼤規模地震が発⽣する可能
性が⾼まっているケース

想定震源域の⼀部でＭ７クラスの地震が発
⽣し、残りの震源域においてM8.0以上の⼤
規模地震が発⽣する可能性が⾼まっている
ケース

想定震源域内で通常とは異なるゆっくりすべ
りが観測され、想定震源域においてM8.0以
上の⼤規模地震が発⽣する可能性が⾼まっ
ているケース

南海トラフ沿いでM8クラスの地震等の異常な現象を観測した場合、気象庁が南海トラフ地震臨時情
報を発表。国、地⽅公共団体、指定公共機関等は後発地震に備えた防災対応を実施。

南海トラフ地震臨時情報の概要

【事例】1854年安政東海地震、安政南海地震 【事例】2011年東北地⽅太平洋沖地震

南海トラフ地震臨時情報
南海トラフ沿いでの地震の発⽣可能性が相対的に⾼まったと評価された旨の情報

気象庁が発表

さらに⼤きな地震への
注意や警戒の呼びかけ

情報発表時
の主な対応

１週間の事前避難※ 揺れを感じたら直ちに避難するための準備
⽇頃からの備えの再確認

※半割れケースのみ 15

直ぐに逃げ出せる
体制での就寝



「⻄側」で地震が発⽣した場合の震度分布
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「東側」で地震が発⽣した場合の震度分布
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「南海トラフ地震臨時情報」発表の流れ

南海トラフの想定震源域
またはその周辺で

M6.8程度以上の地震が発⽣

南海トラフの想定震源域の
プレート境界⾯で
通常とは異なる
ゆっくりすべりが
発⽣した可能性

プレート境界の
M8以上の地震
（※1）

南海トラフ地震臨時情報
（巨⼤地震警戒）

南海トラフ地震臨時情報
（巨⼤地震注意）

観測した
異常な現象

異常な現象に
対する評価
（最短約30分
後）

評価の結果
発表される情報
（最短約２時間後）

気象庁が「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」を発表

左の条件を
満たさない
場合

有識者からなる「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催し
起こった現象を評価

南海トラフ地震臨時情報
（調査終了）

M7以上の地震
（※2）

ゆっくりすべり
（※3）

※2 南海トラフの想定震源域内のプレート境界においてM7.0以上、M8.0未満の地震が発⽣した場合、または南海トラフの想定
震源域内のプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側50km程度までの範囲でM7.0以上の地震が発⽣した場合
（⼀部割れケース）

※1 南海トラフの想定震源域内のプレート境界においてM8.0以上の地震が発⽣した場合（半割れケース）

※3 ひずみ計等で有意な変化として捉えられる、短い期間にプレート境界の固着状態が明らかに変化しているような通常とは異な
るゆっくりすべりが観測された場合（ゆっくりすべりケース） 18



１．南海トラフ地震への備え（基本）
２．時間差で発⽣する南海トラフ地震
３．南海トラフ地震臨時情報が

発表された場合の備え
・巨⼤地震警戒対応
・巨⼤地震注意対応

⽬次



南海トラフ沿いでマグニチュード(M)７クラスの地震などを観測した場合、気象庁が南海トラフ地震臨時情報を発表。
国、地⽅公共団体、企業、住⺠等は、地震に備えた防災対応を実施。

南海トラフ地震臨時情報が発表された際の防災対応（概要）

臨時情報が発表される基準（震度と津波警報等のイメージ） 臨時情報発表に伴う主な防災対応
半割れケース ⽇頃からの地震への備えの再確認に加え、

揺れを感じたら直ぐに避難するための準備

１週間の事前避難

⼀部割れケース or ゆっくりすべりケース ⽇頃からの地震への備えの再確認に加え、
揺れを感じたら直ぐに避難するための準備

︵
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地震発⽣後の避難では、
避難が完了できない地域
の住⺠は避難。
（事前避難対象区域の住⺠）

南海トラフの想定震源域のプレート境界⾯で
Mw８以上の地震が発⽣

南海トラフの想定震源域またはその周辺でMw７以上
の地震が発⽣あるいは想定震源域のプレート境界⾯で
ゆっくりすべりが発⽣

津波警報等の発表イメージ

津波警報等の発表イメージ

想定される震度分布
（⻄側で地震が発⽣した場合）

想定される震度分布
（2004年9月の三重県南東沖の地震（M7.1）の状況） 20

⾮常持出品の常時携帯すぐに避難できる体制での就寝

⾮常持出品の常時携帯すぐに避難できる体制での就寝



防災対応を実施すべき地域
【南海トラフ地震防災対策推進地域】 １都２府７０７市町村
南海トラフ地震に係る地震防災対策を推進する必要がある地域
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１．南海トラフ地震への備え（基本）
２．時間差で発⽣する南海トラフ地震
３．南海トラフ地震臨時情報が

発表された場合の備え
・巨⼤地震警戒対応
・巨⼤地震注意対応

⽬次



南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震警戒）発表時の様相【イメージ】

応急対策活動（応援）
最初の地震により甚⼤な被害
が想定される。
まずは、被災地域の⼈命救助
活動等が⼀定期間継続。

政府は緊急災害対策本部等を設置
⼈命救助等の応急活動を開始
南海トラフ地震臨時情報を発表し、
後発地震への備えを呼びかけ
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南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震警戒）発表時の様相【イメージ】

被災地域以外の地域では、被災地域の状況に留意しつつ、
⾃らの地域で発⽣が懸念される後発の⼤規模地震のリスクを回避する防災対応が必要。

⼈的・物的被害

初めの地震に対する
気象庁の情報発表

交通インフラの状況

ライフラインの状況

南海トラフ地震臨時情報の
発表と政府の動き

メディアの報道状況

津波注意報に切替

地震発⽣ 数時間後 約1⽇後 約2⽇後

津波警報等を受け、鉄道や空港離発着、港湾内機能が停⽌

⼤津波警報・津波警報の発表（適宜更新）

津波の恐れがない地域では順次運⾏再開
津波警報以上が出ている地域の再開は遅れる

緊急地震速報 津波注意報解除順次、
⼤津波警報・津波警報解除

損傷がなければ徐々に再開

数⼗分後

南海トラフ地震臨時情報（調査中）を発表
「調査を開始しました」

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震警戒）を発表
「被災地域以外の国⺠に対して今後の備えについて呼びかけ」

⼤きな被害なし

多くの住⺠が⾼台や避難場所へ避難、その後、津波の観測状況等に応じて沿岸部の住⺠のみ避難

揺れや緊急地震速報を受け、鉄道や空港離発着が停⽌

被災地域の被害状況を中⼼に報道、有識者が様々な⾒解を発表、南海トラフ地震臨時情報について報道

【被災地域以外の社会の状況】
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数秒
〜⼗数秒後

地震発⽣
2〜3分後

緊
急
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速
報
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速
報
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警
報
等
︵
第
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報
︶

総
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︵
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治
体
・
国
⺠
へ
よ
び
か
け
︶

国
か
ら
⾃
治
体
を
通
じ
て
国
⺠
へ
よ
び
か
け

注意措置解除のよびかけ
特に注意する期間は終了した
ので、今後も地震発⽣に注意
しながら通常の⽣活を送る旨を
よびかけ

地
震
情
報

津
波
警
報
等
︵
更
新
報
︶

先
発
地
震
に
関
す
る
気
象
庁
記
者
会
⾒

先発地震についての解説・注意喚起

官
房
⻑
官
会
⾒
︵
先
発
地
震
に
つ
い
て
︶

警戒対応の期間
（１週間）

別途開かれる防災担当
⼤⾂の定例記者会⾒
などで定期的によびかけ

情報発表の流れイメージ（巨⼤地震警戒）

国
か
ら
⾃
治
体
を
通
じ
て
国
⺠
へ
よ
び
か
け

注意対応の期間
（１週間）

別途開かれる防災担当
⼤⾂の定例記者会⾒
などで定期的によびかけ

25

警戒措置解除のよびかけ
特に警戒する期間は終了した
ので、事前避難は解除するもの
の、引き続き、地震発⽣に注意
する旨をよびかけ

南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨
時
情
報
︵
調
査
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の
発
表
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ラ
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地
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臨時情報（巨⼤地震警戒）発表時にとるべき防災対応

26

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震警戒）の発表時にとるべき防災対応は、
発表時に滞在している地域によって異なります。

南海トラフ地震対策防災対策推進地域に指定されている市町村

津波浸⽔想定地域 津波浸⽔想定地域以外

事前避難対象地域 事前避難対象地域以外

迅速避難の準備安全な場所への事前避難

想定リスクからの⾝の安全の確保

⽇頃からの地震への備えの再確認

想定リスクからの⾝の安全の確保

⽇頃からの地震への備えの再確認

想定リスクからの⾝の安全の確保

⽇頃からの地震への備えの再確認

とるべき防災対応 とるべき防災対応

とるべき防災対応



事前避難が必要な地域（事前避難対象地域）
○地震発⽣後の移動では避難を完了することができない地域では、事前の避難が必要。
○各市町村において、⾃治会組織や町丁⽬当の境界等を考慮し、事前避難対象地域を設定。
○事前避難対象地域に対しては、最初の地震に伴う⼤津波警報または津波警報切り替え後、避難指⽰等
を発令し、住⺠避難を継続。

津波避難ビル

海

浸水想定区域

川

津波避難ビル津波避難タワー

避難所

△町

◇町〇町

津波避難タワー
津波避難タワー

高台
津波避難タワー

住民事前避難対象地域

高齢者等事前避難対象地域

浸水想定区域から健常者の 避難可能範囲を除いた地域

浸水想定区域から要配慮者の 避難可能範囲を除いた地域

避難ビル・タワーの整備が進めば、
事前避難対象地域も⾒直しが必要

27

避難指示
（住民事前避難対象地域）

高齢者等避難
（高齢者等事前避難対象地域）



お住まいの市町村に事前避難対象地域が設定されていないかご確認ください。
他県に出張や旅⾏する際には注意を︕

都県名 事前避難対象地域の
指定市町村数※

千葉県 １

東京都 ２

神奈川県 １

静岡県 １５

愛知県 ２

三重県 １４

和歌山県 １４

徳島県 ４

愛媛県 ３

高知県 １９

大分県 １

宮崎県 ５

鹿児島県 ４

都県別の事前避難対象地域の指定市町村数

高知市ホームページより
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※津波避難対策特別強化地域に指定された市町村を対象に調査した結果（R4.4.1現在）



南海トラフ地震臨時情報発表（巨⼤地震警戒）
事前避難のイメージ

29※事前避難対象地域は、各自治体において設定



※事前避難対象地域は、各自治体において設定情報発表時には、慌てず冷静に、警報解除後に移動しましょう

南海トラフ地震臨時情報発表（巨⼤地震警戒）
事前避難のイメージ
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⾮常持出品の常時携帯

すぐに避難できる体制での就寝 緊急情報の取得体制の確保
 すぐに避難できる服装（外着・防寒着の着⽤）
 ⼦どもや⾼齢者等、要配慮者と同室で就寝
 室内で最も安全かつ避難しやすい部屋の使⽤

 準備しておいた⾮常持出品を
⽇中は常時携帯、就寝時は枕元に置く

 ⾝分証明書や貴重品を常時携帯
 防寒具等、積雪寒冷に備えた装備を⼿元に置く

 携帯電話等の緊急情報を取得できる端末の⾳
量を平時よりも上げておく

 ラジオや防災⾏政無線の受信機等を⽇頃⽣活
する空間に配置

⼟砂災害等への注意

揺れによる倒壊への備え

⽇頃からの備えの再確認

 先発地震で損壊した建物や崩れやすいブ
ロック塀等にはできるだけ近づかない

 先発地震により、⼟砂崩れの危険性が
⾼まっている場所にはできるだけ近づかない

 崖崩れの恐れがある家では、崖に近い部屋での
就寝を控える

 地震発⽣後の津波からの避難が困難な 地域
にはできるだけ⾏かない

 ⽔や⾷料等の備蓄の再確認
 避難場所・避難経路等の再確認
 家族との連絡⼿段の再確認
 家具の固定の再確認
 ⾃治会単位での訓練等での再確認 等

⼟砂崩れが
起きそうな場所

【地震時に迅速な避難が必要な場合】
揺れを感じたら

直ぐに避難できる体制の準備

【地震によるリスクの⾼い場所がある場合】
想定されるリスクからの

⾝の安全の確保
後発地震に注意し、

誰もが実施すべき備え

臨時情報発表時にとるべき防災対応の例
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⽇頃からの地震への備えの再確認
（対象地域の住⺠）

地震発⽣後の避難⽣活の備え

出⽕や延焼の防⽌対策

室内の対策

迅速な避難体制・準備
 地域のハザードマップでどのような危険があるかを確認する
 安全な避難場所・避難経路等を確認する
 家族との連絡⼿段を決めておく
 ⾮常持出品を準備しておく
・⾷料、⽔、常備薬
・懐中電灯、携帯ラジオ
・⾝分証明書、貴重品 等

 窓ガラスの⾶散防⽌対策をする
 タンス類・本棚の転倒防⽌対策をする
 ベッド頭上に物を置かない

 ⽕災警報器の電池切れがないことを確認する
 漏電遮断機や感震ブレーカー等を設置する

 ⽔や⾷料の備蓄を多めに確保する
 簡易トイレを⽤意する
 携帯ラジオや携帯電話の
予備バッテリー等を準備する

情報が発表された際に、慌てず防災⾏動を実施するには、⽇頃からの地震への備えが⼤切。
下記のような備えは⽇頃から⾏い、情報が発表された際に再確認することが重要。
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各⾃治体における事前避難の検討

①避難対象者の特性に応じた検討

②津波到達時間の設定

③避難可能範囲の算出

④事前避難対象地域の設定

Ⅱ．避難先の確保

①避難所の受け⼊れ⼈数の把握

②避難所候補リストの作成

③避難所の選定

④避難所が不⾜する場合の対応

⑤避難所への移動⽅法の検討

Ⅲ．避難所の運営

名古屋市における事前避難対象地域
（名古屋市HPより引⽤）

Ⅰ．津波に対する避難の検討

津波の避難者

避難所

知⼈宅、
親類宅等

避難所選定は、⾚枠囲みの
受⼊れ⼈数を対象として検討

上記以外のリスクの避難者
⾃主避難者

避難所の受け⼊れ⼈数の概念

福祉
避難所

33



企業における防災対応

Ⅱ．検討の前提となる諸条件の確認

①情報発表時の社会状況の確認

②事前避難対象地域の確認

Ⅲ．企業等の防災対応の検討

Ⅰ．南海トラフ地震に関するBCPの確認

①必要な事業を継続するための措置
②地震に備えて警戒レベルを上げる措置
③施設及び設備等の点検
④従業員等の安全確保
⑤地震に備えて普段以上に警戒する措置
（個々の状況に応じて実施）

【参考】全国におけるBCP策定状況（令和３年度時点）
⼤企業︓約70.8％、中堅企業︓約40.2％
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１．南海トラフ地震への備え（基本）
２．時間差で発⽣する南海トラフ地震
３．南海トラフ地震臨時情報が

発表された場合の備え
・巨⼤地震警戒対応
・巨⼤地震注意対応

⽬次



南海トラフ沿いでマグニチュード(M)７クラスの地震などを観測した場合、気象庁が南海トラフ地震臨時情報を発表。
国、地⽅公共団体、企業、住⺠等は、地震に備えた防災対応を実施。

南海トラフ地震臨時情報が発表された際の防災対応（概要）

臨時情報が発表される基準（震度と津波警報等のイメージ） 臨時情報発表に伴う主な防災対応
半割れケース ⽇頃からの地震への備えの再確認に加え、

揺れを感じたら直ぐに避難するための準備

１週間の事前避難

⼀部割れケース or ゆっくりすべりケース ⽇頃からの地震への備えの再確認に加え、
揺れを感じたら直ぐに避難するための準備

︵
巨
⼤
地
震
警
戒
︶

南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨
時
情
報

︵
巨
⼤
地
震
注
意
︶

南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨
時
情
報

地震発⽣後の避難では、
避難が完了できない地域
の住⺠は避難。
（事前避難対象区域の住⺠）

南海トラフの想定震源域のプレート境界⾯で
Mw８以上の地震が発⽣

南海トラフの想定震源域またはその周辺でMw７以上
の地震が発⽣あるいは想定震源域のプレート境界⾯で
ゆっくりすべりが発⽣

津波警報等の発表イメージ

津波警報等の発表イメージ

想定される震度分布
（⻄側で地震が発⽣した場合）

想定される震度分布
（2004年9月の三重県南東沖の地震（M7.1）の状況）

⾮常持出品の常時携帯すぐに避難できる体制での就寝

⾮常持出品の常時携帯すぐに避難できる体制での就寝
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南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）発表時の様相【イメージ】

Ｍ７クラスの地震による⼤きな被害はないものの、沿岸部では津波による避難を実施しつつ、
後発で発⽣が懸念される⼤規模な地震のリスクを回避する防災対応が必要。

⼈的・物的被害

初めの地震に対する
気象庁の情報発表

交通インフラの状況

ライフラインの状況

南海トラフ地震臨時情報の
発表と政府の動き

メディアの報道状況

地震発⽣ 数時間後 約１２時間後 約2⽇後

津波警報等を受け、鉄道や空港離発着、港湾内機能が停⽌

震源に近い沿岸地域に対し、⼤津波警報・津波警報の発表

津波の恐れがない地域では順次運⾏再開
津波警報以上が出ている地域の再開は遅れる

緊急地震速報（震度４以上の地域） ⼤津波警報・津波警報解除

警報解除に伴い、徐々に再開

数⼗分後

南海トラフ地震臨時情報（調査中）を発表
「調査を開始しました」

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）を発表
「被災地域以外の国⺠に対して今後の備えについて呼びかけ」

⼤きな被害なし

津波の観測状況等に応じて⼀部地域の住⺠が⾼台や避難場所へ避難

揺れや緊急地震速報を受け、
鉄道や空港離発着が停⽌

震源周辺地域を中⼼に状況を報道、有識者が様々な⾒解を発表、南海トラフ地震臨時情報について報道

【被災地域以外の社会の状況】
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数秒
〜⼗数秒後

地震発⽣
2〜3分後

緊
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速
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等
︵
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⼀
報
︶

注意措置解除のよびかけ
特に注意する期間は終了した
ので、今後も地震発⽣に注意
しながら通常の⽣活を送る旨を
よびかけ
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震
情
報
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︵
更
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︶

先
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震
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庁
記
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先発地震についての解説・注意喚起

官
房
⻑
官
会
⾒
︵
先
発
地
震
に
つ
い
て
︶

防災対応の期間
（１週間）

別途開かれる防災担当
⼤⾂の定例記者会⾒
などで定期的によびかけ

情報発表の流れイメージ（巨⼤地震注意）
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臨時情報（巨⼤地震注意）発表時にとるべき防災対応

39

南海トラフ地震臨時情報（巨⼤地震注意）の発表時にとるべき防災対応は、
発表時に滞在している地域によって異なります。

南海トラフ地震対策防災対策推進地域に指定されている市町村

津波浸⽔想定地域 津波浸⽔想定地域以外

事前避難対象地域 事前避難対象地域以外

迅速避難の準備

想定リスクからの⾝の安全の確保

⽇頃からの地震への備えの再確認

想定リスクからの⾝の安全の確保

⽇頃からの地震への備えの再確認

とるべき防災対応

とるべき防災対応

※国や⾃治体から事前避難は呼びかけません



⾮常持出品の常時携帯

すぐに避難できる体制での就寝 緊急情報の取得体制の確保
 すぐに避難できる服装（外着・防寒着の着⽤）
 ⼦どもや⾼齢者等、要配慮者と同室で就寝
 室内で最も安全かつ避難しやすい部屋の使⽤

 準備しておいた⾮常持出品を
⽇中は常時携帯、就寝時は枕元に置く

 ⾝分証明書や貴重品を常時携帯
 防寒具等、積雪寒冷に備えた装備を⼿元に置く

 携帯電話等の緊急情報を取得できる端末の⾳
量を平時よりも上げておく

 ラジオや防災⾏政無線の受信機等を⽇頃⽣活
する空間に配置

⼟砂災害等への注意

揺れによる倒壊への備え

⽇頃からの備えの再確認

 先発地震で損壊した建物や崩れやすいブ
ロック塀等にはできるだけ近づかない

 先発地震により、⼟砂崩れの危険性が
⾼まっている場所にはできるだけ近づかない

 崖崩れの恐れがある家では、崖に近い部屋での
就寝を控える

 地震発⽣後の津波からの避難が困難な 地域
にはできるだけ⾏かない

 ⽔や⾷料等の備蓄の再確認
 避難場所・避難経路等の再確認
 家族との連絡⼿段の再確認
 家具の固定の再確認
 ⾃治会単位での訓練等での再確認 等

⼟砂崩れが
起きそうな場所

【地震時に迅速な避難が必要な場合】
揺れを感じたら

直ぐに避難できる体制の準備

【地震によるリスクの⾼い場所がある場合】
想定されるリスクからの

⾝の安全の確保
後発地震に注意し、

誰もが実施すべき備え

臨時情報発表時にとるべき防災対応の例
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⽇頃からの地震への備えの再確認
（対象地域の住⺠）

地震発⽣後の避難⽣活の備え

出⽕や延焼の防⽌対策

室内の対策

迅速な避難体制・準備
 地域のハザードマップでどのような危険があるかを確認する
 安全な避難場所・避難経路等を確認する
 家族との連絡⼿段を決めておく
 ⾮常持出品を準備しておく
・⾷料、⽔、常備薬
・懐中電灯、携帯ラジオ
・⾝分証明書、貴重品 等

 窓ガラスの⾶散防⽌対策をする
 タンス類・本棚の転倒防⽌対策をする
 ベッド頭上に物を置かない

 ⽕災警報器の電池切れがないことを確認する
 漏電遮断機や感震ブレーカー等を設置する

 ⽔や⾷料の備蓄を多めに確保する
 簡易トイレを⽤意する
 携帯ラジオや携帯電話の
予備バッテリー等を準備する

情報が発表された際に、慌てず防災⾏動を実施するには、⽇頃からの地震への備えが⼤切。
下記のような備えは⽇頃から⾏い、情報が発表された際に再確認することが重要。

41



「南海トラフ地震臨時情報」発表時に取るべき対応（まとめ）

地震発⽣から
最短２時間後

南海トラフ地震臨時情報
（巨⼤地震警戒）

南海トラフ地震臨時情報
（巨⼤地震注意）

南海トラフ地震臨時情報
（調査終了）

（最短）
２時間程度

１週間（※）

２週間

• ⽇頃からの地震への備えの再確
認

• 揺れを感じたら直ちに避難
できる準備

• 地震発⽣後の避難では
間に合わない可能性のある
住⺠は事前避難

• ⽇頃からの地震への備えの再確
認等

• 揺れを感じたら直ちに避難
できる準備

• ⼤規模地震発⽣の可能性
がなくなったわけではないこと
に留意しつつ、地震の発⽣
に注意しながら通常の⽣活
を⾏う。

• ⽇頃からの地震への備えの再確
認等

• 揺れを感じたら直ちに避難
できる準備

• ⼤規模地震発⽣の可能性
がなくなったわけではないこと
に留意しつつ、地震の発⽣
に注意しながら通常の⽣活
を⾏う。

• ⼤規模地震発⽣の可能性
がなくなったわけではないこと
に留意しつつ、地震の発⽣
に注意しながら通常の⽣活
を⾏う。

※ 通常とは異なるゆっくりすべりが観測された場合は、すべりの変化が収まってから変化していた期間と概ね同程度の期間が経過したときまで

通学

通勤

散歩

⾮常⽤袋や
ヘルメットを
常時携帯

寝る時は枕元に
はきなれた靴を
置いておく

通勤通学

要配慮者を考慮し、
事前避難を実施
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